
１章 基本構想 
１ 将来都市像 

「賑わいが続くまち」 
県南の商業拠点として発展してきた⼀⽅、中⼼

市街地の空洞化や少⼦⾼齢化・⼈⼝減少が進む
中で、20 年後も⼟浦らしい賑わいが持続するま
ちを⽬指し、将来都市像を定める。 

２ 全体構想 

⼈⼝減少を起点とする都市の空洞化や財政悪化
が⽣活満⾜度の低下とさらなる⼈⼝流出を招く
負のスパイラルに陥る恐れがあることから、こ
れに対処する全体構想を定める。 

「⼈⼝動態を乗りこえるまち」 
⽬標⼈⼝ 13 万 2 千⼈ 

３ 4 つの⽬標 

(１) 社会増 

純社会増が 20 年間で累計が 1 万⼈となれば⽬
標の⼈⼝の 13 万 2 千⼈を 達成できる⾒込みで
ある。 

(２) 財政改善 

⼈⼝減少による歳⼊減と固定的な歳出構造を背
景に、厳しい財政状況を都市計画的アプローチ
で改善していく必要がある。 

(３) 地域課題の解決 

⼟浦市には地域固有の課題が存在する。この課
題の解決を都市計画的なアプローチで解決を図
る。 

(４) 都市施設の集積 

⼈⼝減少を踏まえ、⽴地適正化計画に基づき拠
点形成を進め、持続可能な都市構造へ転換す

る。 

４ マスタープラン推進の考え⽅ 

 
図 1 マスタープラン構造 

２章 分野別構想 
１ 交通 

誰もが利⽤しやすい公共交通の実現やつくば霞
ケ浦りんりんロードと合わせて⾃転⾞利活⽤を
推進し、交通利便性の向上を図る。 

２ 住環境 

豊富な緑や⽔資源を活かし、住環境の向上と持
続可能な⽣活拠点の形成を⽬指す。 

３ 公共 

⼈⼝減少が進む中でも、市⺠が安⼼して快適な
暮らしを送れるよう最適化を図る。 

４ 産業 

既存の産業や資源を⽣かしつつ、常磐道および
IC 周辺での新規事業に取り組むことで、市内の
活性化と雇⽤創出、定住促進、安定した財政基
盤の確⽴を⽬指す。 

５ 愛着 

地域への強い愛着は、居住願望へとつながるこ
とから、⼟浦市の⾼校が多い特性を⽣かし、⾼



校⽣が市への愛着を持ってもらうことで、市外
からの⼈⼝流⼊を⽬指す。 

３章 地区別構想 
１ 北部地区 

産業が⽀える移動・緑・交流が整うまち 

２ 中央地区 

⼈が集い暮らしと賑わいが広がる⽔辺のまち 

３ 南部地区 

移動とゆとりが暮らしを豊かにするまち 

４ 新治地区 

農業と⼯業が調和し暮らしと⾃然が共存するま
ち 

４章 提案 
１ 道の駅・⼯業団地 

(１) 背景 

新規に整備される⼟浦スマート IC(仮称)の利点
を⽣かし、⼟浦市に⼈が訪れる・定住するきっ
かけ作りとして、道の駅と⼯業団を⼀体的に整
備する。観光の集客⼒と産業の稼ぐ⼒で、⻑期
的で安定した収益の確保を⽬指す。 

(２) 概要 

１) 整備場所  
約 60,000㎡（農地、市街化調整区域） 

 
図 2 整備予定地 

２) 道の駅 
【⽬的】⼟浦に訪れるきっかけ・収⼊増加 
【内容】 

 
図 3 道の駅の配置イメージ 

駐⾞場やトイレ、市の魅⼒を伝える物産展、
レストラン、観光地として楽しめる公園や温泉
などの設置を検討している。市が公設、公⺠連
携での運営を⾏う。収益連動型で市の収益を確
保する。 
３) ⼯業団地 
【⽬的】安定した収⼊・雇⽤機会創出 
【内容】 
アクセスの良さを活⽤し、物流・飲⾷系の企

業誘致を検討する。安定した財政収⼊や地域・
道の駅との連携が期待できる。市が敷地を造設
し、企業に定期借地する。定期借地料で安定し
た税収⼊が期待できる。 

２ 効率化 

(１) 背景 

⾏政サービスを維持していくためには、施設の
適切な統合や廃⽌等により⽀出を削減しつつ、
公共施設のサービス性や機能性を維持するサー
ビスの効率化が必要である。 
１) ごみ処理施設の集約化 
ごみ処理施設の更新時期が近く、両市が地理

的に近接していることから、「茨城県ごみ処理
広域化計画」に基づき、つくば市と⼟浦市によ
るごみ処理施設の集約化を⾏う。⼟浦市の施設
を廃⽌し、つくば市の施設へ集約したうえで、
広域化に対応した拡張・更新を⾏い、⾼効率な
廃棄物発電施設および広域リサイクル拠点とし
て再整備する。 

 
図 4 ごみ処理施設集約化 



⼟浦市の既存施設跡地は中継施設として活⽤
し、運搬効率の向上と市⺠の利便性維持を図る
とともに、発電効率向上や⾞両削減による CO₂
排出量の削減を⽬指す。あわせて、災害時には
⼀次仮置き場として活⽤し、広域⽀援体制によ
り安定的なごみ処理を確保する。 
２) 新治地区公共施設の統廃合 

新治地区の公共施設は、再編・再配置の検討
対象となっていることから、新治総合福祉セン
ターと新治⽀所を閉館し、それぞれの機能を新
治地区公⺠館へ移転する。新治地区公⺠館は増
築⼯事を⾏うことで、⾏政サービスや利⽤機能
を拡充する。 
統合により福祉センター利⽤者の移動負担が

増加することから、⼟浦市乗合タクシーを活⽤
し、旧福祉センター周辺住⺠の利⽤運賃を市が
負担することで、利便性の低下を防ぐ。 

３ ⾼校⽣に対する愛着醸成の促進 

(１) 背景 

⼟浦市の⾼校には年間約 2500 ⼈程度の学⽣が
⼊学してくる。⼟浦市の⾼校２年⽣と⼤学３年
⽣をターゲットに 2024 年に⾏われたアンケート
では、72.9%の学⽣が⼟浦市外から通学してい
た。そこで⼟浦市外から⼟浦に訪れる⾼校⽣を
主なターゲットとし、⼟浦市への地域愛着を持
ってもらうことでＪターンを促進させ社会増へ
とつなげる。 

(２) Tsuchiura Youth Hub 
この施設は駅前の URARA１階の空きテナント

を利⽤した若者の滞留施設である。施設では⾼
校⽣から 20代の若者が快適に過ごせる空間を作
りサードプレイスを提供することと、施設で企
画されるイベントを地域を巻き込んで⾏い、若
者の地域接触の機会を創出することで地域愛着
の醸成につなげることが主な⽬的である。イベ
ントでは地域企業や団体との連携を⾏うととも
に、企業と連携したワークショップやライフキ
ャリアトーク等で愛着を持ってもらうことにと
どまらず、地域企業を知ってもらい、将来の就
職の際の選択肢として考えやすくなることが想
定され、将来的な⼟浦への Uターン・Jターン
につながることが期待される。 

４ 企業誘致 

(１) 背景 

現在、⼟浦市は⼟浦駅の利⽤者数が県内 5位と
有数の多さである。しかし、中⼼市街地には空
きオフィスやシャッターの下りたテナントが多
数存在しており、景観を損なっているととも
に、経済的価値を⼗分に発揮できていない。 
そこで、空きオフィスのうちの⼀つにまちづく

り企業を誘致し、テナント増加による地域景観
の向上や、購買体験による地域への愛着醸成を
図る。 

(２) 概要 

１) 企業内容 
まちづくり企業では、⼟浦に起業家を集める

ためのイベントの開催や広告を⾏う。まった、
空きテナントで起業したいと考える⼈と、空き
テナントのマッチングを⾏う。 

起業する過程で、起業する側が⼟浦の地域課
題に取り組むビジネス案を考え、まちづくり企
業がそのための助成⾦を補助する。 
２) 店舗設置予定地 
店舗設置場所は国道 125号沿いの⼟浦駅から
⻲城公園に⾄る間の空きオフィスを想定してい
る。 
３) 企業誘致場所 
企業誘致場所は、「アーバンスクエア⼟浦ビ

ル」（茨城県⼟浦市川⼝ 1-1）とする。 
ここは店舗設置予定である空きテナントから

も、⼟浦駅からもアクセスが良い。 

５章 定量評価分析 
１ ⼈⼝と財政の関係 

⼟浦市「⻑期財政⾒通し(令和 6 年)」では令和
16 年までの 251億円の収⽀不⾜が予測されてい
る。今回は 2045 年までの財政の試算を独⾃に実
施した。 

(１) 試算⼿法 

2034 年までは「⻑期財政⾒通し」の数値をそ
のまま利⽤し、2035 年から 2045 年までは以下
のモデルを構築した。(図 5) 



 
図 5 試算モデル 

試算結果 
今回のシミュレーションでは、2045 年までの

累積収⽀不⾜が 638億円となった。 

(２) 社会増による効果 

本マスタープランでは計画⼈⼝を 13.2 万⼈と
した。13.2 万⼈を達成するためには、20 年間で
1 万⼈の純社会増が必要であり、実現すると、収
⽀不⾜が約 110億円削減されることが明らかに
なった。 

２ 道の駅・⼯業団地 

(１) 来場者数の予測 

常磐道交通量を参考に、駐⾞ます数の算定を活
⽤し、年間来場者数は 84 万⼈と算出した。 

(２) 経済効果 

１) 20 年間の収⽀ 
【初期⽀出】28.4億円 
⽤地取得費 12億円 / 道の駅初期投資 10.4億
円 / ⼯業団地造設費 6億円 
【年間⽀出】1億円/年 
道の駅 1億円/年 
【年間収⼊】2.95億円/年 
道の駅 1.1億円/年 / ⼯業団地 1.7億円/年 / 
個⼈市⺠税 0.15億円/年 
以上より、初期投資は約 15 年で回収可能で

あり、その後 1.95億円/年の収益がある。 
２) 雇⽤機会の創出 
約 550 ⼈の雇⽤機会が創出される。 

３ 効率化 

(１) ごみ処理施設の集約化 

１) 費⽤ 
事業費や運営費等は両市のごみ排出量に応じ

て分担し、売電収⼊も同様に還元する。循環型
社会形成推進交付⾦を利⽤する。 

 
図 6 ⼟浦市 20 年間の費⽤⽐較 

⼟浦市費⽤削減効果：106.2億円 

 
図 7 つくば市 20 年間の費⽤⽐較 

つくば市費⽤削減効果：295.47億円 

(２) 新治地区公共施設の統廃合 

１) 費⽤ 
増築後の公⺠館の延床⾯積は約 2500㎡とす

る。 

 
図 8 費⽤⽐較表 

費⽤削減効果：12億 3551万円 
〇⼟浦市乗合タクシーの活⽤について 
「⼟浦市乗合タクシー」の利⽤料⾦を市が全
額負担する場合、1⽇に 10 ⼈、年間 300⽇運
⾏するものとすると、360 万円/年。 

よって機能集約によって削減した費⽤の約
6％を⼟浦市乗合タクシーの活⽤に使⽤する。 

６章 結論 
⼈⼝減少と財政悪化を最優先課題とし、5分野

の構想と地域構想に基づく計画の実⾏を通じ
て、今後 20 年間で課題改善を図り、時代を乗り
こなし、賑わいが持続する⼟浦市の実現を⽬指
す。 


